
理論にも裏付けられた高度な実践力を強みとして、専門業務を牽引できる人材

変化に対応して、新たなモノやサービスを創り出すことができる人材

理論にも裏付けられた高度な実践力を強みとして、専門業務を牽引できる人材

変化に対応して、新たなモノやサービスを創り出すことができる人材

実践的な職業教育にふさわしい
教育条件の整備

高等教育としての質保証国際通用性の担保

経済社会の状況

大学・短大 専門学校

背

景

今後の成長分野を見据え、新たに養成すべき専門職業人材

○産業構造の急激な転換
（第四次産業革命、国際競争の激化）

→職業の盛衰のサイクルの短期化、予測の困難化

○就業構造の変化
→ジョブ型雇用へのシフト、企業内教育訓練の縮小

○少子･高齢化の進展、生産年齢人口の減少
→労働生産性向上に向けた要請

高度な

実践力
豊かな

創造力

独自の基準の設定

○幅広い教養や、学術研究
の成果に基づく知識・理論
とその応用の教育

○幅広い教養や、学術研究
の成果に基づく知識・理論
とその応用の教育

○特定職種の実務に直接
必要となる知識や技能の
教育

○特定職種の実務に直接
必要となる知識や技能の
教育

《例》

豊かな

創造力

高度な

実践力
＋

【観光分野】：適確な接客サービスに加えて、サービスの向上や旅行プランの開発を企画し、実行できる人材
【農業分野】：質の高い農産物の生産に加えて、直売、加工品開発等も手掛け、高付加価値化、販路拡大等を先導できる人材
【情報分野】：プログラマーやデザイナーとしての実践力に加えて、他の職業分野と連携し、新たな企画構想を商品化できる人材

など

かつ

高等教育をめぐる状況

新しいタイプの人材育成の強化が急務新しいタイプの人材育成の強化が急務

○高等教育進学率の上昇（大学教育のユニバーサル化）
→学生の資質やニーズの多様化（大学の機能別分化の必要性）

○産業界等のニーズとのミスマッチ
→より実践的な教育へのニーズ、社会人の学び直しニーズ

への対応

○より積極的な社会貢献への期待と要請
→変化の激しい社会に対応した人材、成長分野を担う人材

の育成

【教育内容】

【 教 員 】

【学生受入】

【修業年限】

【 学 位 】

【学部等設置】

制 度 設 計

・ 「実践力」と「創造力」を育む教育課程
・ 産業界等と連携した教育課程の開発・編成・実施
・ 実習等の強化（卒業単位の概ね１/３以上、長期の企業内実習等）

・ 実務家教員を積極的に任用（必要専任教員数の４割以上）
※専任実務家教員の必要数の半数以上は、研究能力を併せ有する実務家教員

・ 社会人、専門高校卒業生など多様な学生の受入れ
※ 社会人も学びやすい柔軟な履修形態
※ 短期の学修成果の積み上げによる学位取得等も促進

・ ４年（大学相当）、 ２年又は３年（短期大学相当）
※ ４年制の課程については、前期・後期の区分制の導入も可

・ ４年制修了者には、「学士（専門職）」を授与
・ ２・３年制修了者、４年制前期修了者には、「短期大学士（専門職）」を授与

・ 大学・短期大学における「専門職学部・学科」も制度化 1

専門職大学･専門職短期大学の制度化について



【養成する人材】

●調理技術だけでなく、農、環境、食文化等へ
の深い理解を有し、新たな発想による料理・
サービスの提供､店舗展開等を主導する人材

B専門職短期大学≪調理ビジネス学科≫

＋ 実践を裏打ちする理論の学修
関連他分野の学修（農、環境、食文化、経営等）

＋ 実践を裏打ちする理論の学修
関連他分野の学修（統計、デザイン、経営等）

新たな高等教育機関の教育の特色と養成する人材
B専門学校≪調理学科≫

・資格取得のための教育（調理師養成）
・豊富な実習

【養成する人材】

即戦力として活躍できる人材
●レストラン等で調理業務に携わる調理師等

Ａ専門学校≪情報システム学科≫
・職種に応じた実務の教育
(プログラマー養成、ネットワーク技術者養成等）

・豊富な実習
【養成する人材】

即戦力として活躍できる人材
●ＩＴ企業で、受注した製品の開発・制作

に携わるエンジニア等

既
存
の
高
等
教
育
機
関

【養成する人材】

●自己の専門技術に加え、幅広い関連技術
等を活用して、社会のニーズに即した新サー

ビス等を提案・実装していく人材

Ａ専門職大学≪情報クリエイション学部≫

当該職種の専門技術等を有しつつ、新たなサービス・プランの企画や商品開発
等を推進できる人材（さらに､それらを活かした開業や起業ができる人材）

新
た
な
高
等
教
育
機
関

【教育の特色】
☆産業界等との連携による教育課程の編成・実施
☆高度な実践力と豊かな創造力をはぐくむ教育課程
・豊富な実習等、長期の企業内実習等、実務家教員の積極的任用
・高度な実践力を裏付ける理論の学修、豊かな創造力の基盤となる関連他分野の広い知識等の学修

※現行の専門学校では
十分対応できていない

【養成する人材】

●接客、旅行等の職種の専門性に加え、マネジメン
トやマーケティング、事業経営の関連知識を有し、サービ
ス向上や地域の観光ブランド化等の先導役となる人材

Ｄ専門職大学≪観光マネジメント学部≫

【養成する人材】

●介護職としての専門性に加え、福祉・医療や介護に
おける新技術利用（IoT、ロボットなど）等の関連知
識を有し、新しい介護サービスの提供、事業化等を
主導する人材

C専門職短期大学≪介護健康福祉学科≫
新
た
な
高
等
教
育
機
関

【教育の特色】
☆産業界等との連携による教育課程の編成・実施
☆高度な実践力と豊かな創造力をはぐくむ教育課程
・豊富な実習等、長期の企業内実習等、実務家教員の積極的任用
・高度な実践力を裏付ける理論の学修、豊かな創造力の基盤となる関連他分野の広い知識等の学修

※現行の大学・短大では
十分対応できていない

＋ 特定職種の実務に関する学修
豊富な実習等

D大学≪観光学部≫
・観光に関する学問を中心とした教育
（観光学、経営学、地域科学等）

・幅広い教養の教育
【養成する人材】

総合的な知識と幅広い教養を身に付けた人材
※実務能力は就職後のＯＪＴで修得

●旅行業、運輸業、宿泊業、公務などで様々
な職務に従事等

＋ 関連他分野の学修
（社会福祉、医療、ＩＴ、経営等）

C短期大学≪介護福祉学科≫
・資格取得のための教育（介護福祉士養成）
・教養の教育

【養成する人材】

実務能力と一般教養を身に付けた人材
●介護施設・事業所の職員として、ケアワークに
携わる介護福祉士等

既
存
の
高
等
教
育
機
関

当該職種の専門技術等を有しつつ、新たなサービス・プランの企画や商品開発
等を推進できる人材（さらに､それらを活かした開業や起業ができる人材）
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学校教育法の一部を改正する法律の概要（平成31年4月1日施行）

大学制度の中に位置付けられ、専門職業人の養成を目的とする新たな高等教育機関と
して、「専門職大学」及び「専門職短期大学」の制度を設ける。

１.目的等
①機関の目的 深く専門の学芸を教授研究し、専門職を担うための実践的かつ応用的

な能力を育成・展開することを目的とする。
②学位の授与 課程修了者には、文部科学大臣が定める学位を授与する。

２.社会のニーズへの即応
①産業界等との連携 専門職大学等は、文部科学大臣の定めるところにより、専門性

が求められる職業に関連する事業を行う者等の協力を得て、教育課程を編成・実施し、
及び教員の資質向上を図る。

②認証評価における分野別評価 専門職大学等の認証評価においては、専門分野の
特性に応じた評価を受ける。

３.社会人が学びやすい仕組み
①前期・後期の課程区分 専門職大学（４年制）の課程は、前期（２年又は３年）及び

後期（２年又は１年）に区分できる。
②修業年限の通算 実務の経験を有する者が入学する場合には、文部科学大臣の定めに

より、当該実務経験を通じた能力の修得を勘案して、一定期間を修業年限に通算できる。
→ 具体的な制度設計は設置基準（省令）で規定
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基
本
的
な

考
え
方

専門職大学設置基準及び専門職短期大学設置基準の概要

○ 現行の最低基準である大学設置基準及び短期大学設置基準の水準を考慮し、その趣旨を採り入れる
と同時に、高度かつ実践的な職業教育を行う機関として、その特性を踏まえた適切な水準の設定
を図る。

※ 国際通用性を求められる「大学」の枠組みの中に位置付けられる機関として相応しい教育研究水準を担
保するとともに、産業界等と緊密に連携した実践的な職業教育に重点を置く、社会人の受入れも主要な
機能とする等の特性を踏まえた設置基準とする。

教

員

◎ 専任教員数については、大学・短大設置基準の水準を踏まえつつ、小規模の学部・学科を想定した基準を
新設。

◎ 必要専任教員数のおおむね４割以上は「専攻分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高
度の実務の能力を有する者」 （実務家教員）とする｡

・ 必要専任実務家教員数の二分の一以上は、研究能力を併せ有する実務家教員とする｡
※ 大学等での教員歴、修士以上の学位、又は企業等での研究上の業績のいずれかを求める｡

・ 必要専任実務家教員数の二分の一以内は、「みなし専任教員」（専任教員以外の者であっても、１年につき６単
位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の学部・学科の運営について責任を有する者）で足りるもの
とする｡

学

生

◎ 実務の経験を有する者その他の入学者の多様性の確保に配慮した入学者選抜を行うことを努力義務化。

◎ 同時に授業を行う学生数については、原則として４０人以下。

◎ 産業界等と連携しつつ、教育課程を自ら開発・開設、不断に見直し。

◎ 「専門性が求められる職業を担うための実践的な能力及び当該職業の分野において創造的な役割を担う
ための応用的な能力」の育成・展開及び「職業倫理の涵養」に配慮。

◎ 産業界及び地域社会との連携による教育課程の編成・実施のため 「教育課程連携協議会」の設置を義
務付け。

教
育
課
程
の

編
成

◎ 大学・短大設置基準の水準（学生１人当たり１０㎡）を踏まえつつ、一定の要件の下で弾力的
な取扱いを可能とする。

※ その場所に立地することが特に必要であり、かつ、やむを得ない事由により所要の面積確保が困難と認められる場合に、教育
研究上支障がない限度において、当該面積を減ずることができることとする｡

校
地
面
積

◎ 原則として体育館その他のスポーツ施設を備えるとともに、なるべく運動場を設けることを求める｡ただ
し、やむを得ない特別の事情があるときは、大学外の運動施設の利用による代替措置を可能とする｡

体
育

館
等

◎ 大学・短大設置基準の水準を踏まえつつ、小規模の学部・学科を想定した基準を新設｡

◎ 臨地実務実習が必修である等の特性を考慮し、卒業に必要な臨地実務実習を実施するに当たり、実習
に必要な施設の一部を企業等の事業者の施設の使用に確保する場合等、一定の要件の下に、必要校
舎面積を減ずることを可能とする。

校
舎
面
積

◎ 開設すべき授業科目として、４つの授業科目を規定
①基礎科目 〔４年制で20単位以上／２年制で10単位以上〕
②職業専門科目〔４年制で60単位以上／２年制で30単位以上〕
③展開科目 〔４年制で20単位以上／２年制で10単位以上〕
④総合科目 〔４年制で４単位以上／２年制･３年制で２単位以上〕

授
業
科
目

◎ 卒業・修了要件として実習等による授業科目について一定単位数の修得を求める。
〔４年制で40単位以上／２年制で20単位以上〕
･ 上記の実習等による授業科目には、企業等での「臨地実務実習」を一定単位数含む。
〔４年制で20単位以上／２年制で10単位以上〕

※ やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十分にあげられる場合は、企業等と 連携した「連携実務演習等」による一部代替も可

能とする。 〔４年制で５単位まで／２年制で２単位まで〕

◎ 入学前に専門性が求められる職業に係る実務の経験を通じ、当該職業を担うための実践的な能力を修得
している場合に、当該実践的な能力の修得を授業科目の履修とみなし単位認定できる仕組みを規定。

〔４年制で30単位まで／２年制で15単位まで〕

卒
業
要
件
等

平成２９年９月８日公布（平成２９年文部科学省令第３３号･第３４号）
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第一部 社会・経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い専門職業人養成のための新た
な高等教育機関の制度化について

第Ⅳ章 新たな高等教育機関の制度設計等

２．基本的視点等を踏まえた制度設計の在り方

（３）制度全般にわたる事項
（対象分野、設置形態、財政措置等）

○ 新たな高等教育機関は、専門職業人の養成を専らの目的とし、職業実践知と学術知の

双方に基づく教育を行うものであり、その設置形態については、機関の目的の違いに応じ

て、既存の大学・短期大学と並んで、独立した組織として設置されることになる。

それとともに、既存の大学・短期大学が、実践的な職業教育の専攻を新たに開設し、ア

カデミックな教育とより実践的な教育とを共に提供していけるようにすることも、有益と考

えられる。既存の大学・短期大学が、一部の学部や学科を転換させる等により、新たな機

関を併設できるようにし、ダブルメジャーや共同教育課程等も含めた多様な選択肢の提

供を通じ、職業人養成機能を発揮できるようにすることが適当である。
…

…

中教審答申は、既存の大学・短大への新機関の併設も提言

平成２８年５月 中央教育審議会

「個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社会を実現する
ための教育の多様化と質保証の在り方について（答申）」 【抜粋】

5



大学等の専門職学科の制度化について
【大学設置基準・短期大学設置基準の改正】

≪設置基準の特例≫◎；大学及び短大における特例
○；大学における特例（短大については、専門職学科に限らず短大全体に導入）

○ 大学等は、専門職を担うための実践的かつ応用的な能力を育成・展開させるよう特
別の教育課程を編成して教育を行う学科（専門職学科）を置くことができることとし、専
門職学科に係る基準の特例を定める。【平成３１年４月１日施行】

※ 大学の学部のうち、専門職学科のみ組織するものは、「専門職学部」とする。
※ 学科に代えて課程（大学設置基準第５条）を設ける場合等にも、同様の措置を可能とする。

◎ 開設すべき授業科目として、４つの授業科目を規定。
①一般・基礎科目〔４年制で20単位以上／２年制で10単位以上〕
②職業専門科目 〔４年制で60単位以上／２年制で30単位以上〕
③展 開 科 目〔４年制で20単位以上／２年制で10単位以上〕
④総 合 科 目〔４年制で 4単位以上／２年制で 2単位以上〕

◎卒業要件として、実習等による授業科目で一定単位数の修得を求める。
〔４年制で40単位以上／２年制で20単位以上〕

◎上記の実習等による授業科目には、企業等での「臨地実務実習」を一定単位数含む。
〔４年制20単位以上／２年制10単位以上〕
※ やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十分にあげられる場合は、企業等と連携した「連携実務演習等」による一部代替も
可能とする。〔４年制で５単位まで／２年制で２単位まで〕

○ 入学前に専門性が求められる職業に係る実務の経験を通じ、当該職業を担うための実践的な能力を修
得している場合に、当該実践的な能力の修得を授業科目の履修とみなし単位認定できる仕組みを整備。

〔４年制で30単位まで／２年制で15単位まで〕

◎ 産業界等と連携しつつ、教育課程を自ら開発・開設、不断に見直し。
◎ 「専門性が求められる職業を担うための実践的な能力及び当該職業の分野において創造的な役割を担
うための応用的な能力」の育成・展開及び「職業倫理の涵養」に配慮。

◎ 産業界及び地域社会との連携による教育課程の編成・実施のための 「教育課程連携協議会」の設置
を義務付け。

教
育
課
程

の
編
成

授
業
科
目

卒

業

要

件

等

教

員

○ 専任教員数について、小規模の学部・学科を想定した基準を新設。

◎ 必要専任教員数のおおむね４割以上は「専攻分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、
高度の実務の能力を有する者」（実務家教員）とする｡

◎ 必要専任実務家教員数の二分の一以上は、研究能力を併せ有する実務家教員とする｡
※ 大学等での教員歴、修士以上の学位、又は企業等での研究上の業績のいずれかを求める｡

◎ 必要専任実務家教員数の二分の一以内は、「みなし専任教員」（専任教員以外の者であっても、１年につき６単位
以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の学部・学科の運営について責任を有する者）で足りる
ものとする｡

学

生

◎ 実務の経験を有する者その他の入学者の多様性の確保に配慮した入学者選抜を行うことを努力義務とし
て規定。
◎ 同時に授業を行う学生数については、原則として４０人以下。
※教育上必要があり、かつ十分な教育効果をあげられる場合にはこの限りでrない。

施
設
設
備

○ 専門職学部の校舎面積について、小規模の学部・学科を想定した基準を新設｡

◎ 臨地実務実習が必修である等の特性を考慮し、卒業に必要な臨地実務実習を実施するに当たり、実
習に必要な施設の一部を企業等の事業者の施設の使用に確保する場合等、一定の要件の下に、必要
校舎面積を減ずることを可能とする。
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専門職大学・専門職学科の創設に向けたスケジュール

≪制度の整備≫

専門職大学・専門職短期大学 大学・短大の専門職学科

１０月～ 中央教育審議会における制度設計の検討

１１月～ 大学・短大設置基準改正案パブリックコメント
[11/29～12/28]

１２月 大学・短大設置基準改正案の
中央教育審議会への諮問 （→12/15答申）

１月 大学・短大設置基準改正省令の公布

９月８日 専門職大学設置基準等の制定【
平
成
２
９
年
】

≪制度の整備≫

≪設置認可（Ｈ３１年度開設）への対応≫

３月 学科設置認可申請の受付

≪設置認可（Ｈ３１年度開設）への対応≫

１１月 大学設置認可申請の受付
※通常より１月後倒し

・大学設置・学校法人審議会に
おける審査 →  答申

【平成３１年】
４月 施行 専門職大学等の開設・大学等の専門職学科の開設

・大学設置の認可

・大学設置・学校法人審議会に
おける審査 →  答申

・学科設置の認可

【
平
成
３
０
年
】

文部科学省ホームページ案内

【専門職大学・専門職短期大学の制度・関係法令等に関すること】
関係法令・通知の条文・新旧対照表、通知文など

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/senmon/1395435.htm
トップ > 教育 > 大学・大学院，専門教育 > 専門職大学・専門職短期大学
> 専門職大学等関係法令

【専門職大学等の設置認可・学校法人の寄附行為等認可に関すること】
・ 大学の設置、学部等の設置に関する認可申請手続、
申請書類作成の手引、申請書類の様式、認可の基準など

・ 寄附行為認可及び寄附行為変更認可に関する認可手続き、
申請書類作成の手引、申請書類の様式、審査基準など

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ninka/1368921.htm
トップ > 教育 > 大学・大学院、専門教育 > 大学の設置認可・届出制度

専門職大学 で検索

大学設置認可 で検索
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